
◎国会法及び国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一

部を改正する法律 
（平成一七年一一月七日法律第一〇九号）（衆）   

一、提案理由（平成一七年一〇月二五日・衆議院議院運営委員会） 

○山本（有）議員 ただいま議題となりました自由民主党及び公明党提出の国会法及び

国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案につきまして、

提出者を代表して、その趣旨を御説明申し上げます。 

 本法律案は、人事院勧告の給与構造改革による俸給と調整手当、地域手当の配分の見

直し等に伴い、内閣総理大臣、国務大臣、大臣政務官等の給与改定が行われるに当たっ

て、これら特別職について設けられている平成二十二年三月までの現給保障措置、すな

わち、平成十七年度から引き続きその職にある者については従前の俸給額を支給する措

置は、国会議員には適用せず、総理などの特別職公務員に先んじて、平成十八年四月か

ら、議長、副議長及び議員の歳費の額を直ちに特別職と同率の一・七％減額する等の措

置を講ずるものであります。 

 これに関連して、「議員は、一般職の国家公務員の最高の給料額より少くない歳費を

受ける。」としている国会法第三十五条は、事務次官など一般職の最高の俸給を受ける

者には俸給のほかに調整手当、新年度からは地域手当が支給され、これを加えれば議員

の歳費月額を上回るため、より実態を踏まえた形で国会法第三十五条をあわせて改正す

るものであります。 

 なお、本法律案が、議員の歳費が特別職の俸給に連動する歳費法第一条の形式を改め、

歳費月額を明示する形式に変更した理由は、なお厳しい国民経済や財政状況にかんがみ、

国会議員の置かれた立場に思いをいたし、今後仮に人事院勧告により公務員給与の増額

改定がなされる場合でも、議員歳費は直ちに連動して簡単には増額することはないよう

にすべきとの立法者の決意をあわせ示したものであると御理解いただきたいと存じます。 

 以上が、本法律案の趣旨であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院議院運営委員長報告（平成一七年一〇月二五日） 

○川崎二郎君 ただいま議題となりました各法律案のうち、鈴木恒夫君外七名提出の国

会法及び国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案及び中

川正春君外四名提出の国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する

法律案につきまして、議院運営委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。 

 まず、鈴木恒夫君外七名提出の法律案は、人事院勧告の給与構造改革による俸給と調

整手当、地域手当の配分の見直し等に伴い、内閣総理大臣、国務大臣、大臣政務官等の

給与改定が行われるに当たって、これら特別職について設けられている平成二十二年三

月までの現給保障措置は、国会議員には適用せず、内閣総理大臣等の特別職公務員に先



んじて、平成十八年四月から直ちに、議長、副議長及び議員の歳費の額を特別職と同率

の一・七％減額する等の措置を講ずるものであります。 

 これに関連して、事務次官など一般職の最高の俸給を受ける者には俸給のほかに調整

手当、新年度からは地域手当が支給され、これを加えれば議員の歳費月額を上回るため、

より実態を踏まえた形で国会法第三十五条をあわせて改正しようとするものであります。 

……………（略）…………… 

 両案は、それぞれ当委員会に付託され、本日提出者山本有二君及び寺田学君から提案

理由の説明を聴取した後、討論を行い、順次採決いたしましたところ、まず、中川正春

君外四名提出の国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案

は賛成少数をもって否決すべきものと決し、次に、鈴木恒夫君外七名提出の国会法及び

国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案は賛成多数をも

って原案のとおり可決すべきものと決しました。 

……………（略）…………… 

 何とぞ御賛同くださるようお願い申し上げます。 

三、参議院議院運営委員長報告（平成一七年一〇月二八日） 

○溝手顕正君 ただいま議題となりました三法律案につきまして、委員会における審査

の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、国会法及び国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法

律案は、国会議員の歳費月額について、本年八月の人事院勧告に係る給与構造改革によ

る内閣総理大臣等の特別職の国家公務員の給与改定が行われるに当たり、特別職につい

て設けられている平成二十一年度までの現給保障措置を適用せず、これに先立って、平

成十八年四月から、直ちに約一・七％減額する等の措置を講じようとするものでありま

す。 

 委員会におきましては、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべき

ものと決定いたしました。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 


